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改正安衛法案に盛り込まれている「ストレス改正安衛法案に盛り込まれている「ストレス改正安衛法案に盛り込まれている「ストレス改正安衛法案に盛り込まれている「ストレス

チェック」実施による企業へチェック」実施による企業へチェック」実施による企業へチェック」実施による企業への影響の影響の影響の影響

◆改正法案の内容◆改正法案の内容◆改正法案の内容◆改正法案の内容

今国会で成立する見込みの「改正労働安全衛生法

案」ですが、その主な内容は次の通りとなっていま

す。

（１）化学物質管理のあり方の見直し

◆医療保険関係◆医療保険関係◆医療保険関係◆医療保険関係

３月末までに70歳に達している方を除いて、70～

74歳の方の医療費の窓口負担が本来の２割負担とな

りますが、高額療養費の自己負担限度額については

据え置かれることとなります。

また、後期高齢者医療の保険料率が改定され、

2014年度から2015年度の保険料額は全国平均で月額

5,668円（見込）となります。

５５５５月月月月の税務と労務の手続［提出先・納付先］の税務と労務の手続［提出先・納付先］の税務と労務の手続［提出先・納付先］の税務と労務の手続［提出先・納付先］

12日

源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］

雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採

顕在化することも考えられますので、これらの従業員

への対応（労働時間の短縮、担当業務の見直し、休職

制度の適用、労災申請への対応等）が迫られる可能性

もあります。

いずれにしても、施行日（ストレスチェック制度の

創設については「公布から１年６カ月」）に向け、対

応を検討しておくことが必要だと言えるでしょう。

４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改

（１）化学物質管理のあり方の見直し

（２）ストレスチェック制度の創設

（３）受動喫煙防止対策の推進

（４）重大な労働災害を繰り返す企業への対応

（５）外国に立地する検査機関等への対応

◆「ストレスチェック制度」の概要◆「ストレスチェック制度」の概要◆「ストレスチェック制度」の概要◆「ストレスチェック制度」の概要

上記（１）～（５）のうち、最も注目されている

項目は（２）の「ストレスチェック制度の創設」で

すが、その内容は次の通りです。

・労働者の心理的な負担の程度を把握するための、

医師・保健師等によるストレスチェックの実施（希

望者のみ）を事業者に義務付ける。ただし、従業員

50人未満の事業場については当分の間努力義務とす

る。

・ストレスチェックを実施した場合には、事業者は、

雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採

用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一

括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

6月2日

軽自動車税の納付［市区町村］

自動車税の納付［都道府県］

健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］

労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］

外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定

所］

当事務所より一言当事務所より一言当事務所より一言当事務所より一言

４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改４月以降の労働・社会保険事務で留意すべき改

正点正点正点正点

◆労働保険関係◆労働保険関係◆労働保険関係◆労働保険関係

育児休業給付の支給率（休業前の賃金に対する給付

割合）が、休業開始後６カ月の間は、50％から67％に

引き上げられます。

また、教育訓練給付金が拡充され、厚生労働省の指

定講座を受ける場合の支給額が受講費用の２割から４

割に引き上げられ、資格取得等のうえで就職に結びつ

いた場合はさらに受講費用の２割を追加支給します。

また、再就職後６カ月以上職場に定着することを条件

に、離職前の賃金よりも再就職後の賃金が下がった場

合には、再就職手当の他に就業促進定着手当（上限あ

り）が支給されます。

この他、特定理由離職者等の失業等給付の給付日数

に関する暫定措置が、３年間延長されました。

検査結果を通知された労働者の希望に応じて医師に

よる面接指導を実施し、その結果、医師の意見を聴

いたうえで、必要な場合には、作業の転換、労働時

間の短縮その他の適切な就業上の措置を講じなけれ

ばならないこととする。

◆改正法案成立に伴う企業への影響◆改正法案成立に伴う企業への影響◆改正法案成立に伴う企業への影響◆改正法案成立に伴う企業への影響

改正法案が成立した場合、企業にはどのような影

響があるのでしょうか？

まず、ストレスチェックは健康診断の際に行われ

ることが想定されるため、健診項目が増えることに

より健診にかかる費用がアップする（企業の負担が

増える）ことが考えられます。

また、今まで潜在化していた従業員の精神疾患

（うつ病など）がストレスチェックの実施を契機に

当事務所より一言当事務所より一言当事務所より一言当事務所より一言

雇用保険を中心に拡充したものが多いように思い

ます。会社の事務担当者の方は、認識について間違

いのないよう配慮したいところです。

併せて、出産育児に関する休業期間の届け出とし

て、４月３０日以降に終了する産前産後休暇期間に

ついても、保険料免除の申請ができるようになって

います。

該当する従業員の方への周知、概要説明を滞りな

く実施しておきたいところです。

◆年金保険・企業年金関係◆年金保険・企業年金関係◆年金保険・企業年金関係◆年金保険・企業年金関係

2014年度の国民年金保険料は15,250円です。

また、2014年度の年金額は、0.7％引き下げられて

64,400円となり、４月分の年金が支給される６月から

変わります。

さらに、４月１日以降に妻が死亡した父子家庭にも

遺族基礎年金が支給されることとなった他、産休期間

中の保険料免除制度が４月からスタートし、この対象

となるのは４月30日以後に産休が終了する被保険者で

す。

この他、厚生年金基金制度の原則10年後廃止を定め

た、いわゆる「厚生年金基金見直し法」が４月１日よ

り施行されています。


